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本論文は 6 部から構成されており、第 1 部で会社分割・合併税制の沿革と概要を述
べたうえで、第 2 部から第 5 部で 4 つの論点を挙げて論述している。第 6 部は総括で
ある。 









調整の問題の 4 項目を挙げている。 
第 4 部では、適格合併における未処理欠損金の引継要件について、大きな税務訴訟
となったヤフー事件を手掛かりとして、検証している。この未処理欠損金の引継は、













所得で 1,230 億円を超す節税が行れたことが明らかにされている。 
さらに平成 29 年の 1 年間に上場会社の適時開示情報に基づき、それぞれの合併の
効力発生日における株式保有関係がいつ形成されたのかを丹念に実証分析している。
その結果、合併の直前に株式の保有割合を引き上げている例が散見されるとの実証結
果を得て、株式の保有関係に応じて適格要件を区分し、現行の合併税制が、その点で
形骸化している可能性を指摘している。以上、本論文は二つの実証研究に基づいた斬
新的な研究である。 
第二に、本論文では、共同事業要件における事業関連性要件と事業規模要件につい
て、経済的中立性の確保の視点からきわめて問題のある要件であると結論付けている。
会社分割税制を活用して、他の個別規定を形骸化することにより、節税が可能だとす
れば、課税公平の視点からもきわめて問題であると論じている。公平性、中立性とい
う視点から考察され、論文に一貫性がある。 
第三に、本論文は、合併及び分割の本質論からも論じられ、現行税制は合併と分割
を同質ととられ、税制が創設されており、そこに根底の問題があると述べている。し
たがって分割承継法人における現行の簿価引継ぎ方式を時価引継ぎ方式に変更すると
ともに、移転資産の譲渡等があった場合には、分割承継法人株式の評価替えを強制す
るという改善案を提示している。論理性に富んだ研究成果となっている。 
改善点の呈示に一部具体性が欠けるところもあるが、組織再編税制研究に新た知見
をもたらした本論文の価値を損なうものではない。 
以上、本論文は、理論研究及び実証研究により、組織再編税制を整理し、その改善
案を示したもので、独創性、一貫性、論理性があり、研究の意義は高いものである。
組織再編税制研究の新たな地平を拓くものと期待でき博士(商学)の学位を授与するの
に十分価すると判定した。 
 
 
